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Ⅰ 活力ある産業をつくる 

１ 魅力ある農林水産業づくり 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

1 水田園芸拠点づく

り事業 

269,534

(32,500)

［うち補正］

 70,000

水田を活用した園芸の産地化を加速す

るため、新たに水田園芸に取り組む意欲

のある農業者への支援や拠点産地の計画

づくりから本格的な取組までを支援 

①水田園芸チャレンジ支援 

(10,000 千円)

［事業の概要］ 

小規模でも新たに県推進６品目

の生産に取り組む担い手に対する

支援（20a 未満の取組を優先採択）

［補助金総額］10,000 千円 

［補助対象者］ 

新たに県推進品目の栽培に取り

組む集落営農組織、農業者等の経

営体 

［補助対象経費］ 

県推進品目の栽培実証に係る排

水対策、種苗費、資材費等 

［補助率］1/2 

［補助上限額］ 

   ・露地品目 15万円／10a 

・施設品目 25 万円／10a 

②水田園芸の推進、高度化に向けた研

修会         (1,500 千円) 

③販路拡大に向けたテスト販売の実効

性調査        (1,000 千円) 

④拠点産地の広域展開【新規】 

(20,000 千円)

［事業の概要］ 

国事業を活用して生産機械・調

製・保管施設等を広域的に導入す

る場合に必要経費の一部を支援 

［補助金総額］20,000 千円 

［補助対象者］農業者、農業者団体等

［補助率］1/6 

農林水産部 
[産地支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

2 産地創生事業 168,534

(168,534)
地域の資源や強みを活かした、特色あ

る産地を育成するため、生産・販売の拡大

や、新たな担い手が安定的に加わるよう

マーケットインを意識した産地構想の策

定や６次産業化、スマート農業、労働力確

保、輸出等の取組を集中的に支援 

［補助金総額］161,858 千円 

①産地構想作成・ブラッシュアップ支

援事業 

［補助対象者］ 

産地協議会又はその構成員 

［補助対象経費］ 

市場調査、専門家招へい等に要

する経費 

［補助額］定額 50万円 

②産地構想実行支援事業 

［補助対象者］ 

産地協議会又はその構成員 

［補助対象経費］ 

商品開発、施設整備等に要する

経費 

  ［補助金額算定対象］ 

    総事業費のうちの産地の負担と

なる額 

（総事業費） 

産地構想の実行に要する経費

の合計 

・国庫補助事業費 

・他の県補助事業の対象となら

ない事業費（県補助事業は対象

外） 

［補助率］ 

補助対象経費の1/2を基本とし、

市町村が連携加算補助を行う場

合、県も同額を追加補助すること

で最大で産地の負担を総事業費の

25％まで圧縮可能 

［補助上限額］ 

5,000 万円／３年度／産地協議

会 

農林水産部 
[産地支援課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

3 多様な担い手確保

・育成支援事業 

81,055

(69,235)
県内の農業の担い手不在集落（約 1,040

集落）を解消するため、集落営農組織の新

規設立や新たな地域の担い手となる者の

経営確立を総合的に支援 

１ 担い手不在集落解消支援 

(64,075 千円)

①組織化等支援 

［事業の概要］ 

担い手不在集落での組織化に向

かう活動や農地を維持できる仕組

みづくりを支援（ソフト・ハード）

［補助金総額］4,875 千円 

［補助率］市町村負担額の 1/2 

［補助上限額］事業費の 1/3 

②定年等帰農者営農開始・定着支援 

［事業の概要］ 

担い手不在集落で新たに営農を

開始する者の経営確立を支援 

［補助金総額］17,200 千円 

［補助率］６万円／月、最長２年 

     機械整備 1/3 

③近隣の担い手による営農支援 

［事業の概要］ 

近隣の担い手による担い手不在

集落での営農のかかり増し経費や

営農機械の購入を支援 

［補助金総額］42,000 千円 

［補助率］50 万円／１集落 

     機械整備 1/3 

２ 地域農業人材育成支援 (5,160 千円) 

 ①集落営農雇用支援 

［事業の概要］ 

50歳以上65歳未満の者を雇用す

る集落営農法人での現場研修を支

援 

［補助金総額］3,000 千円 

［補助率］５万円／月、最長２年 

②半農半集落営農支援 

［事業の概要］ 

集落営農組織のオペレーターと

自営のトータルで担い手としての

活動を行う者への経営確立を支援 

［補助金総額］2,160 千円 

［補助率］６万円／月、最長２年 

農林水産部 
[農林水産総務

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

4 持続可能な米づく

りへの構造転換対

策事業 

140,435

(40,135)
将来にわたって持続的な米生産が可能

となるよう、担い手が米生産コストの削

減を図りながら、経営規模拡大を進める

取組を支援 

①島根県多収穫米推進協議会 

［事業の概要］ 

多収穫米の取組に意欲のある担

い手と県で協議会を組織 

②販路の確保・拡大、生産の実践・拡大

(10,135 千円)

［事業の概要］ 

協議会において販路の開拓、有

望品種の実証栽培、多収穫技術の

確立等に向けた取組を総合的に支

援 

③生産拡大に必要な施設等整備支援

【新規】      (30,000 千円)

［補助金総額］30,000 千円 

［補助対象者］ 

協議会会員等（認定農業者、集落

営農等） 

［補助対象経費］ 

多収穫米の生産面積拡大に必要

な育苗施設・乾燥調製施設 

［補助率］1/3 

［補助上限額］1,000 万円 

農林水産部 
[農業経営課] 

[農畜産課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

5 農林大学校再編拡

充事業 

42,167

(42,167)
農業・林業における担い手を確保・育 

成するため、農林大学校の教育研修機能

強化を推進 

①農業科 

・令和２年度から、農業科の２年次に

経営力やマネジメント教育を充実

させた「就農準備コース」を設置 

・農業経営に必要な技術を集中的に

取得できる１年制の「短期就農コ

ース」を設置するとともに、令和２

年 10 月から短期就農コースに 10

月入学コースを創設 

  ［定員］45人 

②林業科 

・令和２年度から、林業科に高度な森

林技術の習得を可能とする「森林

技術コース」と、企業マネジメント

教育を充実させた「経営管理コー

ス」をそれぞれ設置 

  ・令和２年 10 月から「早期養成コー

ス」を創設 

［定員］20 人 

農林水産部 
[農業経営課] 

[林業課]

-5-



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

6 新規就農者確保推

進事業 

108,527

(30,987)
本県農業の持続的発展に向け、自営就

農希望者の確保を推進 

水田園芸・有機農業地域研修【新規】 

(30,987 千円)

［事業の概要］ 

農林大学校によるリモート授業と

地域の受入経営体による実習を組み

合わせた研修を実施し、水田園芸、有

機農業による就農希望者の確保を加

速 

①研修の実施 

［対象者］ 

ミニトマト、アスパラガス、有機

農業での就農希望者 

［研修期間］ 

原則２年以内 

（学生１年、研修生１年） 

［研修方法］ 

・農林大学校によるリモート授業 

・受入農家での実習 

②研修受入農家に対する支援 

・実習用ハウス整備等支援 

［補助金総額］26,667 千円 

［負担割合］ 

県 1/3、市町村 1/3、 

受入農家 1/3 

・研修生受入助成 

［補助金総額］4,320 千円 

［補助額］定額 ３万円／月・人 

農林水産部 
[農業経営課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

7 地域をけん引する

経営体確保対策事

業 

30,747

(17,250)
高い生産技術や独自の販路を持ち、地

域の農業者とともに産地づくりを進める

意欲のある「地域をけん引する経営体」を

確保し、この経営体を核とした地域の農

業法人・農業者を巻き込んだ産地づくり

を推進 

経営開始支援【新規】 (17,250 千円) 

［補助金総額］17,250 千円 

［補助対象者］ 

地域けん引計画を策定し、県・市町

村との３者協定を締結した者 

①設立支援 

［補助対象経費］ 

法人化に必要な登記費用等で、

国事業の対象とならないもの 

［補助率］10/10 

［補助上限額］25 万円 

②雇用人材確保支援 

［補助対象経費］ 

雇用に要する経費 

［補助率］５万円／月・人、最長２年

［年齢要件］50歳以上 65 歳未満 

※国事業（年齢要件 50歳未満）の

対象とならないもの 

③事務所賃貸費支援 

［補助対象経費］ 

生産拠点を島根県に新設する場

合のオフィス賃料 

［補助率］1/2 

［補助上限額］60 万円、最長２年 

④基盤整備支援 

［補助対象経費］ 

耕作放棄地を解消し、水田園芸

又は有機農業を開始する場合の整

備費 

［負担率］ 

国 55％・県 30％・市町村 15％ 

⑤開始活動支援 

［補助対象経費］ 

自社の技術や販路を活かした島

根県の生産環境や流通環境に沿っ

た経営確立に必要なソフト経費 

［補助率］1/2 

［補助上限額］100 万円、最長２年 

農林水産部 
[農業経営課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

8 簡易・小規模なほ

場整備の促進 

13,933

(13,933)
水田園芸に取り組む意欲のある個人に

対し排水対策などの支援を行うととも

に、担い手不在集落において担い手を確

保するため、区画整理、暗渠排水等を実施

し耕作条件の改善を支援 

［補助金総額］13,933 千円 

①水田園芸推進支援 

［事業の概要］ 

水田園芸の推進を目的とした基

盤整備事業に係る地元負担を実質

無償化するための支援 

［補助率］対象事業費の 12.5％ 

②担い手不在集落解消支援 

 ［事業の概要］ 

担い手不在集落の解消を目的と

した基盤整備事業に係る地元負担

を実質無償化するための支援 

［補助率］対象事業費の 12.5％ 

農林水産部 
 [農村整備課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

9 しまね和牛生産振

興事業 

56,636

(37,500)
子牛価格や枝肉成績を主要産地レベル

まで向上させることにより、肉用牛の生

産拡大を推進 

繁殖雌牛の更新促進  (37,500 千円) 

［事業の概要］ 

市場に評価される子牛生産に必要

な高齢の繁殖雌牛の更新・増頭を支

援（300 頭） 

［補助金総額］37,500 千円 

［補助対象者］和牛繁殖農家等 

［補助額］ 

定額 更新農家 10 万円／頭 

増頭農家 15 万円／頭 

農林水産部 
[農畜産課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

10 種雄牛造成強化事

業 

46,485

(28,000)
超優秀雌牛の導入や先端技術であるゲ

ノミック評価（遺伝子解析技術による評

価）の活用により、市場価格をリードする

スーパー種雄牛を造成  

①超優秀雌牛の導入  (18,000 千円)

［事業の概要］ 

    生産者等が実施する全国の産地

からの超高能力雌牛の導入に対し

支援 

［補助金総額］18,000 千円 

［補助対象者］和牛繁殖農家等 

［補助対象経費］ 

  超高能力雌牛の導入経費 

［補助率］1/2 

［補助上限額］180 万円／頭 

②ゲノミック評価を活用した超高能力

雌牛の選抜      (10,000 千円)

［事業の概要］ 

ゲノミック評価の活用を研究レ

ベルから、和牛繁殖農家に拡大し、

農家で更新・保留する雌牛の選抜

（860 頭）に本格活用 

［補助金総額］9,888 千円 

［補助対象者］和牛繁殖農家等 

［補助対象経費］ 

    ゲノミック評価経費 

［補助額］定額 １万円／頭 

農林水産部 
[農畜産課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

11 放牧再生支援事業 10,280

(10,280)
畜産の担い手確保及び特徴ある子牛や

畜産物の生産を拡大するため、既存の公

共放牧場等の再整備や放牧を活用した畜

産物の生産等を支援 

［補助金総額］9,900 千円 

［補助対象者］クラスター協議会等 

［補助対象経費］ 

・雑灌木の除去、シバや牧草の再播種

・牧柵の修繕・整備、簡易牛舎の整備

・地域資源を活用した畜産物生産の

取組 

・放牧場を管理する仕組みづくりの

構築 

［補助率］1/2、1/3 

［補助上限額］330 万円 

農林水産部 
[農畜産課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

12 新規 酪農経営「和牛子

牛生産拡大」支援

事業 

44,000

［うち補正］

44,000

交雑牛の価格が低下する中、価格が安

定している和牛子牛への生産転換を支援 

①乳用牛への和牛受精卵移植支援

(14,000 千円)

［補助金総額］14,000 千円 

［補助対象者］農業者 

［補助率］定額 ２万円／頭 

②子牛育成施設整備支援 

(30,000 千円)

［補助金総額］30,000 千円 

［補助対象者］農業者 

［補助率］1/2  

［補助上限額］500 万円 

農林水産部 
[農畜産課] 

-12-



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

13 意欲と能力のある

林業経営者育成・

就業者確保総合対

策事業 

143,886

(11,350)
「意欲と能力のある林業経営者」の育

成・強化及び林業就業者の確保を推進す

る総合的な対策を実施 

①林業新規就業者の資格取得支援 

(3,000 千円)

［補助金総額］3,000 千円 

［補助対象］ 

新規就業者が林業事業体へ就業

後２年以内に取得する資格に要す

る受講料 

［補助率］1/2 

［補助上限額］20 万円／人 

②林業機械操作の技術習得支援 

(8,350 千円)

［補助金総額］8,350 千円 

［補助対象］ 

林業機械の操作訓練などＯＪＴ

研修のための機械リース料 

［補助率］1/2 

［補助上限額］200 万円／事業体 

農林水産部 
[林業課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

14 製材力強化事業 29,169

(29,169)
地域ごとに原木の生産・流通・加工をネ

ットワーク化するウッドコンビナートの

基盤整備を支援 

１ 製材工場の新設や既存工場の規模拡

大支援         (9,169 千円)

①製材工場の新設等が見込まれる地域

の環境影響調査等を実施 

②用地選定、進出工場と進出先との調

整等を実施するアドバイザーを配置 

③製材工場が行う原木確保や流通等の

調査を支援 

［補助金総額］5,000 千円 

［補助対象者］製材工場等 

［補助対象経費］ 

製材工場の新設・増設のために

必要な事前調査経費（市場調査、原

木流通調査、用地調査等） 

［補助額］ 

定額 250 万円（実費を上限） 

２ 製材工場の施設改良等機能強化 

①既存製材工場の施設改良等 

(19,000 千円)

［補助金総額］19,000 千円 

  ［補助対象者］製材工場等 

  ［補助対象経費］ 

製材工場がグループ化（分業・連

携）や事業承継により、意欲的に製

材加工量を伸ばすために行う施設

改良等経費 

［補助率］1/3 

②高品質・高付加価値な製品づくりに

不可欠なＪＡＳ認定取得の支援 

 (1,000 千円)

［補助金総額］1,000 千円 

 ［補助対象者］製材工場等 

 ［補助対象経費］ 

   ＪＡＳ認定取得経費 

［補助率］1/2 

農林水産部 
[林業課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

15 円滑な木材流通対

策事業 

156,875

(156,875)
新型コロナウイルス感染症の影響によ

り世界的に木材価格が高騰する中、需要

に応じた木材供給を確保するため、新た

な流通構造を構築する取組を支援 

①木材流通の需要供給情報を共有する

システムの導入支援【新規】 

(20,625 千円)

［補助金総額］20,625 千円 

［補助率］1/2 

②省力化・効率化機械等の導入支援 

(124,750 千円)

［補助金総額］124,750 千円 

［補助対象者］ 

林業事業者、原木市場、製材工場

等 

［補助率］1/2 

［補助上限額］ 

・原木生産機械等 1,500 万円 

・仕分け機械等     900 万円 

・木材乾燥機等  1,500 万円 

③県産木材製品の新商品開発支援 

【拡充】       (5,600 千円)

［補助金総額］5,600 千円 

［補助対象者］製材工場等 

［補助率］1/2 

［補助上限額］250 万円 

④県外販路拡大に向けた商談会等の開

催          (5,900千円)

農林水産部 
[林業課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

16 しまねの漁業担い

手づくり事業 

74,973

(64,404)
漁業の担い手を確保・育成するため、新

規就業者の定着支援を強化 

①沿岸漁業就業型技術習得研修（就業

型）        (32,790 千円) 

［事業の概要］ 

定置網等の漁業経営体で雇用さ

れながら、自営漁業の技術を習得

する研修を支援 

［補助金総額］32,790 千円 

［補助対象者］ 

    漁業未経験者で研修開始時の年

齢が 65 歳未満の就業希望者 

［補助対象経費及び補助額］ 

    一人あたり 171 万円以内 

・受入事業体への指導謝金 

     ９万円／月 

・自営漁業指導者への指導謝金 

３万円／月 

・研修教材費 

15 万円／年 等 

 ②沿岸漁業スタートアップ事業 

(11,664 千円)

［事業の概要］ 

認定新規漁業者に対し、漁業を

開始する際に必要な機材等の導入

を支援 

［補助金総額］11,664 千円 

［補助対象者］認定新規漁業者 

［補助対象経費］ 

漁船（中古に限る）、漁具の取得

費 

［補助率］県 1/3・市町村 1/3 

［補助上限額］100 万円 

③自営漁業者自立給付金 

(13,550 千円)

［事業の概要］ 

新規漁業就業者の漁業への定着

を支援するための給付金 

［給付金総額］13,550 千円 

［給付対象者］認定新規漁業者 

［給付額］ 

   ・50 歳未満 

120 万円以内×最長５年 

   ・50 歳以上 65歳未満 

60 万円以内×最長２年 

  ［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

農林水産部 
[沿岸漁業振興

課] 
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④沿岸自営漁業所得向上支援 

 (3,200 千円)

［事業の概要］ 

地域の漁業者グループ（認定漁

業者等が構成員）が行う、新たな沿

岸漁業モデルづくり、販売戦略策

定、種苗放流等の意欲的な取組を

支援 

⑤沿岸自営漁業技術向上対策 

(3,200 千円)

［事業の概要］ 

沿岸自営漁業者が所得向上を目

指し、新たな漁業を導入するため

の実地研修、試験操業を支援 

-17-



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

17 企業的漁業経営体

と連携した担い手

育成事業 

20,000

(20,000)
 地域の担い手育成に協力的な定置網、

底びき網等の漁業経営体と連携をして、

自営漁業就業希望者の就業を支援する体

制を整備し、新規自営漁業者の確保・育成

を推進 

 ［事業の概要］ 

県と「担い手育成協定」を締結した

企業的漁業経営体が、研修生を受け

入れる際に必要な機械等の導入経費

を助成 

［補助金総額］20,000 千円 

［補助対象者］ 

   県と「担い手育成協定」を締結した

企業的漁業経営体 

［補助対象経費］ 

   研修生を受け入れる際に必要な、

漁労作業等の省力化機械等の整備に

係る経費 

［補助率］1/3 

 ［補助上限額］500万円 

農林水産部 
[沿岸漁業振興

課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

18 新規 栽培漁業所得向上

対策推進事業 

17,000

［うち補正］

17,000

沿岸自営漁業者の所得向上のため、ナ

マコの増殖及びイワガキ養殖の先進的な

研究開発を実施 

農林水産部 
[沿岸漁業振興

課] 
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Ⅰ 活力ある産業をつくる 

２ 力強い地域産業づくり 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

19 先端金属素材グロ

ーバル拠点創出事

業 

609,869

(523,721)
特殊鋼などの素材分野での強みを活か

し、きらりと光る地方大学づくりと若者

の雇用機会の創出を進めるため、国の交

付金を活用し、航空機産業及びモーター

産業での新たな事業の創出に向けた最先

端研究の推進と高度専門人材の育成を、

産学官が連携して実施 

①先端素材共同研究所施設設備整備費 

島根大学が行う次世代たたら協創

センターでの研究開発に必要な装置

の導入等を支援 

②専門人材育成事業費 

オックスフォード大学教員による

講義の開講など島根大学及び松江高

専が行う金属材料分野の専門人材育

成の充実を支援 

③研究開発費 

島根大学が特殊鋼関連企業と共同

で行う新素材の開発や加工技術の高

度化に向けた最先端の研究を支援 

［補助金総額］523,721 千円 

［補助対象者］島根大学 

［補助率］2/3 など 

商工労働部 
[産業振興課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

20 ものづくり産業総

合支援事業 

163,565

(21,000)
ウィズコロナ下でのものづくり産業の

再生・成長を目指し、企業の経営基盤強化

を図るため、落ち込んだ売上の回復・拡大

と生産性向上を支援 

新たな日常に対応したものづくり産業

販路拡大支援事業    (21,000 千円) 

①ＷＥＢを活用した展示会出展等支援 

   県内製造業者が、ＷＥＢを活用し

た展示会出展等を行う場合の経費を

支援 

［補助金総額］10,000 千円 

［補助率］2/3 

［補助上限額］100 万円 

②営業代行事業者等の活用 

   県内製造業者が、営業代行事業者

等を活用する場合の経費を支援 

［補助金総額］8,000 千円 

［補助率］2/3 

［補助上限額］100 万円 

③専門商社等の活用 

専門商社等が、複数の県内製造業

者の製品をコーディネートし、展示

会等で販路開拓を行う場合の出展経

費等を支援 

［補助金総額］3,000 千円 

［補助率］2/3 

［補助上限額］300 万円 

商工労働部 
[産業振興課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

21 新規 ものづくり産業脱

炭素化対応促進事

業 

113,684

(113,684)

[うち補正]

113,684

県内ものづくり産業が脱炭素化に的確

に対応するために実施する取組を支援 

①情報収集・啓発    (8,684 千円)

［事業の概要］ 

国内外の市場や技術の動向に関

する調査・セミナーを実施 

②専門家派遣     (10,000 千円) 

［事業の概要］ 

個別企業の脱炭素化の取組に向

けた助言を実施 

③戦略策定・設備等支援 (90,000 千円)

［事業の概要］ 

脱炭素化に向けた戦略の策定や

設備導入等を支援 

  ［補助金総額］90,000 千円 

［補助率］1/2 

［補助上限額］2,000 万円 

④国際規格取得支援    (5,000 千円) 

ISO4001 など、エネルギーマネジメ

ントシステム等の国際規格取得を支

援 

  ［補助金総額］5,000 千円 

［補助率］1/2 

［補助上限額］100 万円 

商工労働部 
[産業振興課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

22 しまねデジタルイ

ノベーション推進

事業 

139,100

(139,100)

[うち補正]

115,000

県内産業の競争力強化を目指し、「しま

ねソフト研究開発センター（ＩＴＯＣ）」

において、県内中小企業等でのデジタル

技術を活用した生産性を高める取組を支

援 

①デジタル導入支援   (11,100 千円) 

［事業の概要］ 

企業のデジタル導入の段階に応

じて、ＩＴＯＣによる専門家派遣

や支援機関等による伴走支援を実

施 

②デジタル活用・新ビジネス創出支援

(13,000 千円) 

［事業の概要］ 

セミナーによる理解促進、デジ

タル化への機運を高めるイベント

の実施やビジネスプラン創出・育

成の場を提供し企業のデジタル活

用を促進 

③デジタル導入実証支援補助金【新規】

(50,000 千円) 

［事業の概要］ 

デジタル技術を活用した生産性

向上や新ビジネス創出を図る取組

を支援 

［補助金総額］50,000 千円 

［補助率］1/2 

［補助上限額］500 万円 

④デジタル導入加速化補助金【新規】 

(65,000 千円)

［事業の概要］ 

ＩＴ専門家の助言を踏まえた、

企業のデジタル化を図る取組を支

援 

［補助金総額］65,000 千円 

［補助率］1/2 など 

［補助上限額］300 万円 

商工労働部 
[産業振興課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

23 石州瓦産業経営基

盤強化支援事業 

94,200

(74,200)

[うち補正]

40,000

石州瓦産業の振興を図るため、経営力・

生産力・販売力の強化を支援 

①石州瓦利用促進事業 (30,200 千円) 

［事業の概要］ 

石州瓦の利用を促進するため、石

州瓦工業組合が選定した石州瓦採用

建築住宅の増加を目指すハウスメー

カー等が行う以下の取組を支援 

［補助金総額］30,200 千円 

［事業実施主体］石州瓦工業組合 

［補助対象者］重点営業工務店 

［支援内容］ 

・重点営業工務店が自社の標準モ

デルに石州瓦を新たに採用する

取組 

［補助上限額］100 万円 

・石州瓦を採用した住宅を自社の

主力商品として営業を行う取組 

［補助上限額］10 万円 

・石州瓦を採用した住宅の建築実

績に応じた助成【拡充】 

   ６棟以上 → １棟以上 

②新屋根材開発事業   (4,000 千円) 

［事業の概要］ 

石州瓦工業組合と産業技術セン

ターとの共同研究により、現在市

場にない新たな屋根材等を開発 

③石州瓦産業コロナ禍対応緊急支援事

業【新規】     （40,000 千円）

［事業の概要］ 

   新型コロナウイルス感染症の影

響や、燃料費、原材料の高騰により

経営状況が悪化している石州瓦産

業に対して、瓦及び瓦関連製品の

販売促進を図る取組を支援 

［補助金総額］40,000 千円 

［事業実施主体］石州瓦工業組合 

［補助対象者］県内工務店等 

［支援内容］ 

・県内工務店等が石州瓦を利用した

新築、リフォーム等を行う場合 

    ［補助上限額］７万円（定額） 

・上記に合わせて、石州瓦生産企業

が製造する瓦以外製品（タイル

等）を活用する場合 

［補助上限額］３万円（定額） 

商工労働部 
[産業振興課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

24 しまねＩＴ産業振

興事業 

282,213

(18,850)
県外市場から多くの売上を獲得し、若

年層の雇用を創出する産業として持続的

な発展を目指し、人材育成・確保及び高付

加価値な業態への転換を支援 

①データ活用型自社サービス創出支援

助成金       (10,000 千円) 

［事業の概要］ 

県内ＩＴ企業がＡＩ等を利用

し、新たなサービス開発の創出に

取り組むため、技術面の指導とと

もに、要素技術の研究開発、システ

ム開発、現地実証、販路開拓に要す

る経費を助成 

［補助金総額］10,000 千円 

［事業実施主体］ 

    しまねソフト研究開発センター 

［補助対象者］ 

   県内に事業所を有するＩＴ企

業、又は県内ＩＴ企業を含んだコ

ンソーシアム 

［補助率］1/2 

［補助上限額］500 万円／年 

［補助期間］最大２か年 

②人材育成確保強化支援事業 

             (4,600 千円) 

［事業の概要］ 

県内出身の県外学生と県内ＩＴ

企業の交流会等を実施し、新規学

卒者の採用を促進 

・県外学生と県内ＩＴ企業経営者・

採用担当、若手エンジニアとの

交流会等を開催し、開催後は参

加学生が県内ＩＴ企業にインタ

ーンシップ、アルバイトによっ

て継続した関係の構築を図り、

県内就職に結びつける 

③地域ＩＴ人材育成強化支援事業 

          (4,250 千円) 

［事業の概要］ 

県内ＩＴ企業の若者等を対象

に、県内ＩＴ企業をけん引するビ

ジネススキルとＩＴスキルを兼ね

備えた人材を育成 

商工労働部 
[産業振興課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

25 “美肌県しまね”

観光総合対策事業 

229,728

(229,728)
島根の強みである“美肌”をキーワード

とした観光誘客を推進 

１ “美肌県しまね”情報発信 

             (91,300 千円) 

・全世代の女性を対象に、各種メディア

を活用したプロモーションを実施 

・メディアタイアップ、観光情報説明会

（メディア向け）による各種媒体へ

の露出を拡大 

・観光ガイドブック、観光ポータルサイ

ト及びＳＮＳ等を活用した情報発信

を実施 

２ “美肌県しまね”誘客促進 

            (72,948 千円) 

・「温泉」や「食」等の地域資源を活用

した「美肌観光」のモデルとなる旅行

商品造成と施設整備に取り組む事業

者を支援 

・造成したコンテンツが販売に繋がる

よう、専門家派遣や研修会を開催【新

規】 

・旅行会社や交通機関と連携した旅行

商品造成を支援 

・近隣県から石見地域への誘客を促進

するため、マイカー利用者向けのキ

ャンペーンを実施 

・観光需要が落ち込む冬期に「美肌県し

まね」をテーマとしたキャンペーン

等を実施 

・観光情報説明会の開催 

・観光地域づくりを担う地域連携ＤＭ

Ｏ等の設立を支援 

（注）ＤＭＯ：Destination Management 

Organization（観光地域づくりを行う法 

人）の略 

３ “美肌県しまね”推進事業補助金 

         (37,500 千円) 

①誘客推進モデル事業 

［補助金総額］30,000 千円 

［補助対象者］ 

旅館業法に基づく「旅館・ホテル

営業」又は「簡易宿所営業」を営む

者（市町村、個人事業主を含む）等

商工労働部 
[観光振興課] 
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［補助対象経費］ 

  「温泉」、「食」等を活かした「美

肌観光」のモデルとなる旅行商品造

成（ソフト）と施設整備（ハード）

に要する経費 

 ［補助率］2/3 

［補助上限額］10,000 千円 

②コンテンツ造成支援事業 

［補助金総額］7,500 千円 

［補助対象者］ 

    観光協会、民間事業者 等 

  ［補助対象経費］ 

専門家謝金、情報発信費、モニタ

ーツアーの実施に要する経費 等 

［補助率］2/3 

［補助上限額］1,500 千円 

４ 民間企業との連携  (27,980 千円) 

・ポーラ及びＡＮＡと連携した、美肌ウ

ェルネスツアーの開発、幅広い客層

に対応した旅行商品の造成支援、プ

ロモーション 等【拡充】 

・温泉と肌に関する調査研究、情報発

信 

-27-



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

26 海外展開促進支援

事業 

46,658

(7,514)
海外取引に意欲のある県内企業の自主

的な取組を支援 

①非日系市場販路開拓事業 

(4,240 千円) 

［事業の概要］ 

非日系市場開拓へ意欲のある企

業を対象に、海外展開戦略の作成

手法、商談準備、プレゼン方法等に

関するセミナーを開催 

②商品認知度向上支援事業 

(3,274 千円) 

［事業の概要］ 

商品認知度の向上を図るため、

海外オンラインストアに開設した

「島根ブランド」のウェブページ

を活用し、国内商社、現地輸入事業

者との連携による県産品の魅力の

ＰＲやブランド強化を実施 

商工労働部 
[しまねブラン

ド推進課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

27 しまね海外ビジネ

ス展開支援事業 

94,273

(5,299)
県内雇用の維持・拡大等に向けて、海外

への事業展開や輸出等により海外需要を

取り込もうとする企業を支援 

支援機関の共同事務所設置運営 

(5,299 千円) 

［事業の概要］ 

ＪＥＴＲＯ松江、しまね産業振興

財団の海外展開支援部門及び県の３

機関を「しまね海外ビジネスサポー

トセンター」として共同事務所化し、

効果的な海外展開支援を実施 

商工労働部 
[しまねブラン

ド推進課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

28 事業承継総合支援

事業 

197,197

(50,000)
経営者の高齢化や後継者不在による休

廃業が生じないよう円滑な事業承継を進

めるため、案件の掘り起こしから、後継者

の確保、事業承継計画の策定、経営の改

善、フォローまで関係機関と一体となっ

て総合的に支援 

第三者承継・統合型事業(50,000 千円)

［事業の概要］ 

地域に必要な事業を第三者が引き

継ぐ取組を支援 

［補助金総額］50,000 千円 

［補助対象者］ 

   後継候補者（県内事業者に限る） 

［補助対象要件］ 

・経営資源引継ぎ後も事業が継続さ

れると認められること 

・一定の雇用（５人以上）があること

・雇用継続を希望する従業員が引き

続き雇用されること 

・地域に必要と市町村又は商工団体

が認める事業であること 

［補助対象経費］ 

  株式譲渡契約、事業譲渡契約にお

ける施設・設備等固定資産に係る譲

渡対価（時価評価額等）、外注費 

［補助率］1/2 

［補助上限額］1,000 万円 

商工労働部 
[中小企業課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

29 商業・サービス業

県外展開支援事業 

30,000

(30,000)
商業・サービス業の事業者が、県内事業

所の雇用の維持・拡大や付加価値の向上

を図るため、県外の大消費地など新たな

市場の開拓を目指す取組を支援 

［補助金総額］30,000 千円 

［補助対象者］ 

以下の条件を満たす卸・小売業及び

サービス業 

 ・県内に本社・本店を有する事業者 

・少なくとも、県内で１年以上支援対象

業種を営んでいること 

・県内で５人以上の雇用があること 

［対象要件］ 

・県内事業所の雇用の維持・拡大や付加

価値の向上を図ることを前提とし

た、県外での事業展開であること 

・単なる既存事業の市場対象エリア拡

大ではなく、都市部等の大消費地な

ど適地を対象として、新たな市場の

開拓を図るものであること 

［事業内容］ 

①事前調査事業 

   新たな県外展開にあたり、事業計

画の策定や可能性調査など事前調査

等に係る取組を支援 

［補助対象経費］ 

    市場調査、物件情報調査、店舗出

店計画の策定に要する経費 

［補助率］1/2（大企業は除く） 

［補助限度額］50 万円 

②システム構築事業 

   県外展開に際して、必要となる各

種システムの構築など、県内本社機

能等の強化に係る取組を支援 

 ［補助対象経費］ 

本社と県外店舗等を結ぶ各種運

営・管理システムの整備・強化に要

する経費 

  ［補助率］1/2（大企業は 1/4） 

  ［補助限度額］300 万円 

③市場開拓モデル事業 

   県外の新たな市場の獲得を図る、

新規性のあるモデル的な取組を支援 

商工労働部 
[中小企業課]
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［補助対象経費］ 

県外での新市場の獲得に必要と

なる各種取組に要する経費 

［補助率］1/2（大企業は 1/4） 

 ［補助限度額］300万円 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

30 企業誘致のための

各種助成事業 

3,181,124

(3,181,124)
県内既存工場・事業所の増設や県外か

らの新規誘致を推進するため、各種助成

等により企業の初期投資等を軽減すると

ともに、中山間地域等における企業立地

を推進するため、市町村の取組を支援 

企業立地促進助成金 (3,181,124 千円) 

［制度拡充（Ｒ２改正）の概要］ 

①助成金の認定要件において、大企

業の投資要件を引き上げる一方

で、地元企業に対する雇用要件を

緩和 

   ・大企業の投資要件 

     １億円以上→３億円以上 

   ・地元企業の雇用要件 

     ５人以上→３人以上 

②県内産業への波及効果が高い立地

※について支援を強化 

   ・新規立地 

     現行の助成率を維持 

（基本助成率 15％＋加算 

              ＝最大 30％）

・増設 

一律 10％を見直し 

→基本助成率５％＋加算 

＝最大 15％ 

※県内産業への波及効果が高い立地 

・製造業 

高い労働生産性、高度技術者の

雇用、港湾の利用、県内企業への

発注、過疎地域への立地 

  ・ソフト産業 

高度情報技術有資格者の割合、

高度技術者の雇用、過疎地域への

立地 

商工労働部 
[企業立地課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

31 県・市町村共同工

業団地整備事業 

R2 制度創設 中山間地域等の産業振興を図るため、

県と市町村が共同して工業団地を整備 

［補助対象者］市町村 

［事業主体］県企業局と市町村 

［分譲地の所有名義］ 

県 1/2・市町村 1/2 の共有名義 

［整備に係る費用負担］ 

  県 1/2・市町村 1/2 

［適地の選定方法］ 

・市町村から県に対して、共同実施と適

地等の申請 

・県が分譲の見込みや市町村の誘致体

制等を総合的に判断し決定 

商工労働部 
[企業立地課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

32 市町村の遊休施設

を活用した貸オフ

ィス・貸工場整備

支援事業 

10,000

(10,000)
中山間地域等における企業立地を推進

するため、所有する遊休施設を貸オフィ

ス・貸工場として整備する市町村を支援 

［補助金総額］10,000 千円 

［補助対象者］市町村 

［補助対象経費］ 

遊休施設を貸オフィス・貸工場とし

て整備するのに必要な経費 

［補助率］10 分の 1.5 

［補助上限額］ 

貸オフィス：1,000 万円 

貸 工 場：5,000 万円 

商工労働部 
[企業立地課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

33 企業誘致活動と情

報収集事務 

119,459

(22,191)
企業の情報収集及び企業訪問活動等を

行い、企業誘致を推進 

企業誘致活動業務委託事業 

①専任員の配置   (12,466 千円) 

［事業の概要］ 

県西部地域をはじめとした中

山間地域等への企業誘致を強化

するため、中山間地域等に特化し

た専任職員を配置 

［配置先］ 

近畿圏、山陽圏 各１名 

［実施方法］ 

 民間企業営業経験者などの外

部人材を活用 

②専門系事務職場誘致に係る業務委

託【新規】      (9,725 千円)

［事業の概要］ 

首都圏においてインターネッ

ト関連産業等の誘致活動を展開 

商工労働部 
[企業立地課]
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Ⅰ 活力ある産業をつくる 

３ 人材の確保・育成 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

34 しまねの建設担い

手確保・育成事業 

116,903

(92,793)
建設産業の担い手を確保・育成するた

め、建設産業団体等が行う就職促進等の

取組を支援 

①女性活躍推進員の設置 (7,793 千円) 

［事業の概要］ 

女性活躍推進員を配置し、建設

事業者に対する訪問相談、改善提

案などを行うことにより、女性が

活躍できる職場づくりを目指す取

組を支援 

②外国人・障がい者雇用等による人材

確保支援       (5,000 千円)

［補助金総額］5,000 千円 

［補助対象者］ 

建設産業団体、建設事業者、測量

業者、建設コンサルタント 

［補助対象経費］ 

雇用セミナー、相談会、求人活動

等の経費 

［補助率］1/2 

［補助上限額］ 

・建設産業団体 100 万円 

・建設事業者、測量業者、建設コン

サルタント 20 万円 

③生産性向上のためのＩＣＴ設備導入

支援        (80,000 千円)

［事業の概要］ 

生産性向上による労働力不足の

解消、処遇改善及び建設産業の魅

力向上のため、ＩＣＴ活用工事の

実施に向けた機器等の導入を支援 

［補助金総額］80,000 千円 

［補助対象者］ 

建設事業者、測量業者、建設コン

サルタント 

［補助額］1/3 

［補助上限額］ 

・機器等 100 万円 

・建機  500 万円【拡充】 

土木部 
[土木総務課] 
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Ⅱ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

１ 結婚・出産・子育てへの支援 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

35 結婚支援事業 138,715

(53,931)
縁結びボランティア「はぴこ」、しまね

コンピューターマッチングシステム「し

まコ」による結婚支援や市町村と連携し

た総合的な結婚支援を実施 

１ 市町村の結婚支援の取組支援【拡充】

(36,500 千円)

［事業の概要］ 

市町村の結婚支援体制の充実に加

え、しまね縁結びサポートセンター事

業への登録、活用等に向けた取組を支

援 

［補助金総額］36,500 千円 

［補助対象者］市町村 

［補助対象経費］ 

独身男女の出会いの場の創出に要す

る経費 

［補助率（補助上限額）］ 

  1/2（250 万円） 

※民間が行うイベントへの支援は１

イベント 20 万円までの定額支援 

２ 「しまコ」の利用拡大 (7,138 千円)

［事業の概要］ 

コンピューターマッチングシステム

「しまコ」の利用拡大に向けた取組を

実施 

・「しまコ」登録料を女性は無料、男性

は半額に期間限定で引き下げ 

・リモート閲覧・お引き合わせなど利

便性向上に向けた取組を実施 

３ しまね縁結びサポートセンターの機

能強化【拡充】       (10,293 千円)

［拡充の内容］ 

会員数の増加等に対応するため、マ

ッチングを行うコーディネーターの増

員と相談ブースの拡張を実施 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

36 不妊治療支援事業 85,917

(78,220)
不妊に悩む夫婦等の不妊治療等への参

加を後押しするため、治療費等への支援

や専門相談を実施 

１ 不妊治療費助成事業【新規】

(26,000 千円) 

［事業の概要］ 

Ｒ４年度から公的医療保険の対象とな

る特定不妊治療について、保険適用とな

らない治療のうち先進医療として実施さ

れる治療に要する費用の一部を支援 

［補助金総額］25,700 千円 

［補助率］7/10 

［補助上限額］５万円／回 

※この他、公的医療保険適用への円滑

な移行のための経過措置として、年

度をまたぐ特定不妊治療に要する費

用の一部を支援(36,300 千円) 

２ 不育症検査費助成事業 (5,250 千円) 

［事業の概要］ 

不育症の検査に要する費用を支援 

［補助金総額］5,250 千円 

［補助上限額］５万円／回 

［負担割合］国 1/2・県 1/2 

（注）不育症：２回以上の流産、死産等を繰り返

す状態 

３ がん患者等に対する妊孕性温存療法

支援事業               (5,950 千円) 

［事業の概要］ 

がん治療等により、妊孕性が損なわ

れる可能性のある患者に対し、妊孕性

温存療法に要する費用を支援 

［補助金総額］5,950 千円 

［補助上限額］  

国が定める治療法ごとの上限額 

［負担割合］国 1/2・県 1/2 

（注）妊孕性（にんようせい）：妊娠するための機

能、妊娠する能力 

健康福祉部 
[健康推進課]

４ 妊娠・出産等相談事業【拡充】

(4,720 千円)

［拡充の内容］ 

「不妊専門相談センター」の相談体

制を強化 

 ・電話相談の対応時間を拡大 

・専門的な相談への対応を拡大 

-39-



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

37 しまね産前・産後

安心サポート事業 

31,652

(31,652)
 市町村が取り組む産前・産後の一時的

な育児・家事援助や産後の専門的なケア

の充実を支援 

１ 産前・産後訪問サポート事業 

(7,652 千円)

［事業の概要］ 

一時的に家事・育児の援助が必要な

家庭に有償で家事・育児を支援 

［補助金総額］5,500 千円 

［サポート内容］ 

 ・家事援助 

住居等の掃除・整理、衣類等の洗

濯、食事の準備・片付け等 

 ・育児援助 

授乳の手伝い、おむつ交換の手伝

い、子どもの見守り等 

［料金設定］ 

・利用者負担 500 円程度／時間を基本

に市町村が設定 

・初めて利用する場合の利用料の無料

化を支援 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

［補助上限額］ 

  １件あたり１時間 2,000 円 

 （県補助上限 １時間 1,000 円） 

２ 産後のケア事業 (24,000 千円)

［事業の概要］ 

要支援な産婦などを産後１か月まで

に早期に発見し、産後の専門的なケア

を受けられる体制を充実 

［補助金総額］24,000 千円 

［ケアの内容］ 

 ・産後の専門的ケア 

産後に心身の不調や育児不安があ

る産婦に授乳指導、保健指導、心理的

ケアなどを実施 

・産後うつスクリーニング 

母体の身体的機能の回復や授乳及

び精神状況をチェック 

その結果、支援が必要な産婦は、助

産師による産後ケア等を実施 

［負担率］ 

県 1/2・市町村 1/2 

※国庫補助（国 1/2・市町村 1/2）の

市町村負担部分の 1/2を支援 

健康福祉部 
[健康推進課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

38 保育士の確保・定

着支援事業 

230,452

(60,343)
新子育て安心プランを推進し、保育環

境の充実を図るため、保育士の確保・定着

に向けた取組を推進 

１ 保育士の確保のための県内進学・就

職促進事業（家賃等貸付） 

(20,764 千円)

［事業の概要］ 

石見・隠岐地域等の出身学生が県内

の保育士養成施設に進学する際の家賃

等を貸付 

［貸付総額］19,200 千円 

［貸付上限額］月額４万円 

［貸付対象者］ 

県内保育士養成施設の学生（石見・隠

岐地域等の出身者に限る） 

［貸付期間］２年間 

［返還免除の条件］ 

石見・隠岐地域等の保育施設に３年

間勤務（保育士修学資金と併給の場合

は５年間） 

［事業実施主体］島根県社会福祉協議会 

２ 保育士等の人材確保支援事業（人材

派遣会社委託事業）     (23,232 千円)

［事業の概要］ 

保育士等の採用が困難な保育所等を

支援するため、人材派遣会社等と連携

し、保育士等の人材確保を推進 

・人材が不足する保育所等に対し、人

材派遣会社から保育士等を派遣 

・県と人材派遣会社で委託契約を締結

し、仲介手数料を支払 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

３ 保育士修学資金等の貸付事業 

(14,703 千円)

［事業の概要］ 

 保育士養成施設の学生の県内保育施

設への就職を促進するため、修学資金

等を貸付 

［修学資金貸付枠］ 

90 人（令和３年度拡充） 

［貸付上限額］月額５万円 

［貸付期間］２年間 

［返還免除の要件］ 

 県内の保育施設に５年間勤務（過疎

地域は３年間） 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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４ 働き方改革に関するセミナー 

(1,644 千円)

［事業の概要］ 

保育所等の管理職等を対象に、保育

職員等の働き方改革に関する研修を実

施 

［業務委託先］ 

島根県社会福祉協議会 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

39 待機児童ゼロ化事 

業 

14,320

(14,320)
年度途中の入所希望に対応するため、

保育定員を増やして受入体制を拡充する

私立保育所等を支援 

［補助金総額］14,320 千円 

［補助対象］ 

待機児童又は潜在的待機児童が発生

している市町村に所在する私立保育所

等 

［補助基準額］ 

受入可能な０・１歳児の数に応じ

て人件費を助成 

・３人の受入可能 200,000 円／月 

・２人の受入可能 132,000 円／月 

・１人の受入可能  66,000 円／月 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

40 放課後児童クラブ

支援事業 

835,137

(259,520)

 子育てしやすい環境整備を推進するた

め、放課後児童クラブの待機児童解消や

利用時間延長に向けた取組を支援 

１ 運営支援 (144,890 千円(増額分))

［事業の概要］ 

国庫補助事業を活用し、待機児童の

解消や利用時間の延長への取組も含め

た放課後児童クラブの運営に必要な経

費を支援 

２ 待機児童対策 (55,546 千円)

［事業の概要］ 

 施設整備への支援や保育所での取組

への支援により、受入児童数の拡大を

図る 

①受け皿確保支援事業 

改修等にあわせて利用時間の延長

を実施する場合に補助上限額を加算 

［補助金総額］14,750 千円 

［補助基準額］ 

・平日 18時 30 分まで開所、長期

休業中の７時 30分以前の開所 

１支援単位当たり 300 万円 

   ・平日 19時までの開所 

     １支援単位当たり 400 万円 

  ［負担割合］ 

    県 1/2・市町村 1/2 

②保育所等による放課後児童預かりに

必要な経費の一部を助成【新規】 

［補助金総額］11,816 千円 

［補助基準額］ 

・保育所等の事業にあわせて行う

小規模な小学生の預かり 

開設準備あり 3,742 千円 

開設準備なし 1,742 千円 

・公民館等の既存資源を活用した

主として４年生以上の児童の預

かり 

開設準備あり 1,542 千円 

開設準備なし 1,042 千円 

  ［負担割合］ 

    国 1/3・県 1/3・市町村 1/3 

③保育所整備に併せ、放課後児童クラ

ブを一体的に整備する保育所に対し、

施設整備費の一部を助成【新規】 

［補助金総額］25,230 千円 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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［補助内容］ 

保育所整備（国庫補助事業）の事

業者負担の1/2を限度に支援を実施

④受入体制整備支援事業 

利用定員を増やす場合に必要な運

営費の一部を助成 

［補助金総額］2,000 千円 

［補助基準額］ 

１支援単位当たり年額 200 万円 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

３ 利用時間延長対策 (5,000 千円)

［事業の概要］ 

放課後児童クラブが閉所する時間

を、平日 19 時以降、夏休み期間中等の

長期休業中に開所する時間を７時30分

以前とするために必要な人件費の一部

を助成 

［補助金総額］5,000 千円 

［補助基準額］ 

・開所時間を 19時以降とする場合 

１支援単位当たり年額 90 万円 

・開所時間を７時 30 分以前とする場

 合 

１支援単位当たり年額 10 万円 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

４ 放課後児童支援員等確保対策 

(24,995 千円)

①放課後児童クラブ巡回等支援事業 

［事業の概要］ 

放課後児童クラブへの巡回支援

や、児童クラブの充実に向けた施

策の企画、調整等を行う「放課後児

童クラブスーパーバイザー」を配

置 

東部に２名、西部に１名配置し、

全ての児童クラブに少なくとも年

１回訪問 

［負担割合］国 1/2・県 1/2 

②放課後児童クラブ人材確保支援事業 

［事業の概要］ 

   人材派遣会社や市町村と連携

し、不足している放課後児童支援

員の確保対策を実施 

・人材派遣会社から支援員等を派

遣 

・県と人材派遣会社で委託契約を

締結し、仲介手数料を支払い 
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［負担割合］ 

    県 1/2・市町村 1/2 

③放課後児童支援員認定資格研修 

［事業の概要］ 

 放課後児童支援員認定資格研修

により資格取得機会を確保 

・開催回数 10 回 

・全圏域で実施 

［負担割合］国 1/2・県 1/2 

 ④職場環境改善対策 

［事業の概要］ 

県と市町村を構成員とする推進

会議の開催、放課後児童支援員等

が勤務しやすい環境を整備するた

めの普及啓発や研修を実施 

⑤支援員連絡会等組織化支援 

［事業の概要］ 

放課後児童支援員同士による連

絡会の組織化を検討、研修を実施 

５ 放課後児童クラブの施設整備への支

援                   (29,089 千円) 

 ①社会福祉法人等の負担軽減 

［事業の概要］ 

社会福祉法人等が放課後児童ク

ラブの施設整備を行う際の負担を

軽減するため、市町村と協調して

支援を実施 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/3・市町村 1/12・ 

法人等 1/12 

②国の令和３年度補正予算による支援

の拡充を踏まえた負担軽減【拡充】

［事業の概要］ 

国補正予算採択分について、市

町村及び社会福祉法人等の負担を

更に軽減 

（市町村による整備） 

国 5/6・県 1/8・市町村 1/24 

（社会福祉法人等による整備） 

国 5/8・県 13/48・市町村 1/16 

法人等 1/24 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

41 子ども（小学生）医

療費助成制度 

241,850

※医療費助

成への活

用可能額 

 「しまね結婚・子育て市町村交付金」に

より、小学６年生までの子ども医療費助

成を支援し、子育て世帯の経済的負担軽

減を促進 

［医療費負担軽減の状況］ 

令和３年４月から全ての市町村で小

学６年生までの子どもの医療費助成制

度を創設 

［自己負担上限額（１医療機関当たり）］

・入院 2,000 円／月 

・通院 1,000 円／月 

※市町村の独自の支援により無償化

の場合あり 

健康福祉部 
[健康推進課] 

[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

42 みんなで子育て応

援事業 

13,705

(4,080)
こっころパスポートをスマートフォン

で表示できるよう、令和３年度にデジタ

ル化を実施 

 デジタルパスポート利用者数及びこっ

ころ協賛店舗の増加に向けた広報を実施 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

43 結婚・妊娠・出産・

子育ての切れ目な

い支援事業 

326,576

(6,576)
結婚・妊娠・出産・子育てに負担感や不

安を抱えている多くの若い世代が、安心

して結婚・妊娠・出産・子育てできるよう

妊娠期から子育て期まで切れ目ない支援

体制を構築 

１ 「島根みんなで子育て応援賞」事業 

(576 千円)

［事業の概要］ 

 子育て応援に尽力されたボランティ

ア等に感謝の意を表すため、表彰を実

施 

［対象者］ 

地域での子育て応援ボランティアに

10 年以上取り組んでいる個人 

（例） 

・放課後児童支援員 

・ファミリーサポーター 

・保育補助者  等 

２ 知事からの「こっころメッセージ」

贈呈事業              (6,000 千円) 

［事業の概要］ 

誕生から満４か月を迎える子どもの

家庭に祝意や敬意を表するため、知事

からのお祝いメッセージ「こっころメ

ッセージ」と記念品を贈呈 

・各市町村と連携し、４か月目の乳児健

診において贈呈 

・記念品は、協賛企業を募り安価で調達

健康福祉部 
[健康推進課] 

[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

44 しまね長寿・子育

て安心住宅リフォ

ーム助成事業 

171,500

(171,500)
既存住宅のバリアフリー又は子育てに

資するリフォームに要する経費の一部を

助成 

しまね長寿・子育て安心住宅リフォー

ム助成         (171,500 千円)

［補助金総額］159,500 千円 

［補助対象］ 

下記のいずれかの改修であって、

新型コロナウイルス感染防止等対応

に係る工事費が対象工事費の 1/4 以

上であるもの 

・バリアフリー改修 

60 歳以上の者又は障がい者が居

住する住宅 

・子育てに資する改修 

子育て世帯が居住する又は近居

する住宅 

［補助対象住宅の条件］ 

下記のいずれかの住宅であって、

耐震性能を有するもの又は改修によ

り一定の耐震性能を有するものとな

ること 

・一戸建て住宅 

・分譲マンションの住戸（区分所有

されているもの） 

［補助率］1/4 

［補助上限額］25 万円 

・子育て世帯とその親世帯が同居又

は近居する場合：10 万円加算 

・耐震改修を行う場合：30 万円加算 

・空き家バンク登録住宅を購入して

改修する場合：10 万円加算 

［補助予定戸数］550戸 

［事業主体］島根県建築住宅センター 

［施工者］県内に本店を有する事業者 

土木部 
[建築住宅課] 
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Ⅲ 地域を守り、のばす 

１ 中山間地域・離島の暮らしの確保 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

45 中山間地域総合対

策推進事業 

（「小さな拠点づ

くり」モデル地区

の推進） 

37,421

(34,421)
人口規模の小さい複数の公民館エリア

が連携して「小さな拠点づくり」に取り組

む地域をモデル地区に選定し、その取組

を重点的に支援するとともに、モデル地

区をはじめとした取組の成果について情

報発信を強化 

１ モデル地区推進事業総合補助金 

           (28,303 千円) 

［事業の概要］ 

  人口規模の小さい複数の公民館エリ

アが連携して「小さな拠点づくり」に取

り組む地域をモデル地区に選定し、重

点的に支援 

［補助金総額］28,303 千円 

［補助対象者］市町村 

［補助対象事業］ 

モデル地区における生活機能確保の

ため、市町村が実施する事業 

［補助率］市町村負担の 2/3 

［事業費上限］ 

１地区当たり５年間で 1.5 億円 

※ハード事業１億円 

ソフト事業 0.5 億円の範囲内 

ただし、ハード事業は過疎債充当

事業に限る 

［既選定市町村］ 

安来市、江津市、邑南町、大田市 

２ 情報発信事業     (6,118 千円) 

［事業の概要］ 

・モデル地区の取組紹介リーフレット

を地域づくりの担い手など広く県民

に配布 

・モデル地区をはじめとした「小さな拠

点づくり」に取り組む地区の事例報

告会の実施【新規】 

地域振興部 
[中山間地域・

離島振興課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

46 新規 中山間地域総合対

策推進事業 

（中山間地域空き

家対策モデルの推

進） 

19,892

(19,892)
 中山間地域・離島における空き家流通

の新たな仕組みづくりや地域運営組織と

の連携による空き家活用の取組を支援

１ 中山間地域空き家流通促進モデル事

業補助金        (5,228 千円) 

［事業の概要］ 

建築事業者等と連携し、不動産専門

業者がいない地域で空き家を流通させ

るために市町村が実施する事業をモデ

ル的に支援 

［補助対象者］市町村 

［補助対象経費］ 

空き家の活用に向けた調査・連絡調

整費、不動産登記等に係る事務手続き

費用など 

［補助率］市町村負担の 3/4 

２ 中山間地域空き家活用促進モデル事

業補助金       (14,664 千円) 

［事業の概要］ 

地域運営組織と連携し、空き家をお

試し住宅等に改修し、地域外からの定

住者を確保するために市町村が実施す

る事業をモデル的に支援 

［補助対象者］市町村 

［補助対象経費］ 

空き家の改修費、空き家の活用に向

けた調査・連絡調整費など 

［補助率］市町村負担の 2/3 

地域振興部 
[中山間地域・

離島振興課]
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Ⅲ 地域を守り、のばす 

２ 地域の強みを活かした圏域の発展 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

47 しまねの自然公園

満喫プロジェクト

推進事業 

129,855

(30,000)
 大山隠岐国立公園をはじめ、県内の自

然公園において、国や市町村等と連携し、

快適な利用環境の整備や体験プログラム

の造成、情報発信を行い、観光誘客を促進

自然公園を活用した誘客促進補助金 

（30,000 千円）

［事業の概要］ 

自然公園を活用した体験プログラ

ムの拡充や、周遊促進などの取組を

支援し、県内の自然公園への誘客を

促進 

［補助金総額］30,000 千円 

［補助対象者］ 

・しまねの自然公園満喫プロジェク

トを推進する地域協議会 

・観光協会 

・法人 

・法人格を持たない民間団体 

 ※いずれも県内団体に限る 

［補助対象経費］ 

事業の実施に必要な経費（商品開

発や販路開拓に必要な催行費、導入

運営費、活動費等） 

［補助率］1/2 

［補助上限額］500 万円 

環境生活部 

[自然環境課] 
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Ⅲ 地域を守り、のばす 

３ 地域の経済的自立の促進 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

48 中山間地域総合対

策推進事業 

（スモール・ビジ

ネスの推進） 

61,472

(37,782)
「小さな拠点づくり」の推進に加え、中

山間地域・離島の豊かな自然環境や特徴

ある資源を活用した事業（スモール・ビジ

ネス）を推進し、雇用の確保と所得向上を

促進 

１ 専門家による経営指導や技術指導 

(11,012 千円) 

［事業の概要］ 

中山間地域・離島の豊かな自然環境

や特徴ある資源を活用して商品化しよ

うとする事業者に対し、専門家による

相談体制を構築し、地域に住み続ける

ための起業や創業を支援 

２ スモール・ビジネス育成支援事業補

助金         (15,458千円)

［事業の概要］ 

中山間地域・離島に生産の拠点があ

り、資源を活用して商品化しようとす

る事業者に対し、取組に係る経費を支

援 

［補助金総額］15,000 千円 

［事業目的］ 

地域に住み続けるための起業・創業、

事業拡大、雇用創出等 

［補助対象者］ 

・県内の中山間地域に主たる事業所が

ある法人・団体及び住所がある個人 

・市町村（事業者向け補助事業を実施す

る場合） 

［補助対象事業］ 

・商品の原材料となる農林水産物の栽

培、育成等 

・地域の産品を活用した商品の加工・製

造・販売 

・地域の自然環境等を活用したサービ

スの提供  等 

［補助対象経費］ 

商品企画開発、販路開拓等経費、施

設・設備等整備、修繕経費 

［補助率］1/2 

［補助上限額］250 万円 

地域振興部 
[中山間地域・

離島振興課] 
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３ 産直等の機能強化に向けた研修 

【新規】       (11,312 千円) 

［事業の概要］ 

産直市等がインターネットを活用し

て地域産品を販売する取組等を支援 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

49 県産木材利用促進

事業 

83,200

(80,000)
県産木材の需要拡大を図るため、県産

木材を積極的に使用した住宅・非住宅建

築等への支援や、県外への販路拡大に向

けての取組を支援 

１ 「しまねの木」活用建築士・工務店認

定制度         (2,941千円)

［事業の概要］ 

県産木材を積極的に使用する建築士

や工務店を「『しまねの木』活用建築士・

工務店」として認定する制度の運用 

２ 県産木材建築利用促進事業 

(77,059 千円)

［補助金総額］77,059 千円 

①住宅・非住宅建築物建築支援 

［事業の概要］ 

認定工務店が建築した住宅・非

住宅建築物について、県産木材総

使用量に応じて段階的に支援 

［補助対象者］認定工務店 

［補助額］ 

県産木材使用割合 

60～70％の部分  ２万円／ 

70～80％の部分  ３万円／ 

80～100％の部分 ５万円／ 

［補助上限額］ 

住宅（新築） 37.5 万円／戸 

住宅（増改築） 20 万円／戸 

非住宅（新築）100 万円／棟 

②県産木材使用割合向上支援 

［事業の概要］ 

住宅について、前年度に比べ県産

木材使用割合を５％以上引き上げ

る認定工務店の取組に対して支援 

［補助対象者］認定工務店 

［補助額］1/2 

［補助上限額］100 万円／社 

③非住宅建築物設計支援 

［事業の概要］ 

非住宅について、認定建築士が

設計する場合に木造設計費の掛か

り増し経費に対して支援 

［補助対象者］認定建築士 

［補助率］木工事費の 8.75％ 

［補助上限額］100 万円／棟 

農林水産部 
[林業課]

-56-



Ⅲ 地域を守り、のばす 

４ 地域振興を支えるインフラの整備 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

50 浜田港の機能拡充 813,900

(572,400)

[うち補正]

21,000

国際物流拠点としての機能を強化する

ため、港湾施設の整備を実施 

(572,400 千円)

［事業の概要］ 

国際コンテナの取扱量増加に対応し

た福井地区上屋（荷捌き倉庫）整備 

土木部 
[港湾空港課]
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Ⅳ 島根を創る人をふやす 

１ 島根を愛する人づくり 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

51 教育魅力化人づく

り推進事業 

346,136

(53,624)
学校と地域が協働して取り組む「教育

の魅力化」を支援 

①高校魅力化コンソーシアムの運営 

            (46,500 千円) 

［事業の概要］ 

学校と地域が一体となって子ど

もたちを育む協働体制（高校魅力

化コンソーシアム）を全ての県立

高校で展開 

②学校・地域創生推進費 (6,000 千円)

［事業の概要］ 

高校魅力化コンソーシアム等の

取組において、県内就職率や県内

進学率、関係人口など地方創生の

取組に資する先駆的な要素を含ん

だ特色ある教育活動を支援 

③グランドデザインＰＤＣＡ構築推進

事業【新規】     (1,124 千円)

［事業の概要］ 

各学校が策定したグランドデザ

インの実現に向けたＰＤＣＡサイ

クル構築のための研修を実施 

教育委員会 
[教育指導課]

[社会教育課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

52 高大連携推進事業 141,198

(141,198)
県立高校に高大連携を推進するための

主幹教諭等を配置 

①主幹教諭の配置（県単加配） 

(113,862 千円)

［事業の概要］ 

学校全体での授業改善の取組

や、地域との協働に加え、県内大学

等との高大連携や入試改革に適応

した学力の底上げなどの取組を推

進するため、教科・分掌の垣根を越

えてリードできる管理的職階にあ

る主幹教諭を全ての普通科高校に

配置 

［Ｒ４予定］18人→21人 

②高大連携推進員の配置(27,336 千円) 

［事業の概要］ 

総合型・推薦型選抜による県内

大学への入学を希望する生徒の進

路実現を図るため、高大連携推進

員を松江、出雲、石見エリアに各１

名配置 

教育委員会 
[学校企画課] 

[教育指導課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

53 県立学校における

生徒一人一台端末

に対応した環境整

備 

103,629

(103,629)

[うち補正]

69,700

デジタル化時代を生きる生徒たちに相

応しい、生徒の可能性を引き出す個別最

適な学びと協働的な学びを実現 

①生徒一人一台端末を活用した授業に

必要な環境を整備 

②一人一台端末を活用した教育活動の

円滑な運営を支えるための支援セン

ターを設置【新規】 

教育委員会 
[教育指導課]

[特別支援教育

課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

54 私立学校生徒確保

事業 

97,287

(54,475)
島根で学ぶ生徒を増やすため、私立学

校が行う生徒確保のための取組を支援 

①高等学校等授業料減免補助 

(32,875 千円)

  ［事業の概要］ 

高等学校等就学支援金制度の対

象者に対し、就学支援金の上乗せ

支援を行い、家庭の教育費負担を

軽減 

  ［補助金総額］32,875 千円 

  ［補助対象世帯（Ｒ２年度拡充分）］

年収約 590 万円以上 910 万円未

満の世帯 

［補助額（上乗せ支援額）］ 

2,500 円／月・人 

（国制度による支援金 9,900 円／

月・人に上乗せ） 

②私立専修学校生徒確保支援事業 

 (21,600 千円)

［事業の概要］ 

ＷＥＢを活用したオープンキャ

ンパス開催や学校の紹介動画作成

等の取組を支援 

［補助金総額］21,600 千円 

［補助対象者］私立専修学校 

［補助対象経費］ 

バス借上経費、オープンキャン

パス参加旅費助成、学校説明会参

加費、広報費等 

［補助率］1/2 

［補助上限額］ 

 220 万円／校 

※入学生徒数が前年と比較して

増加している学校は、上限額

50 万円／校を加算【拡充】 

総務部 
[総務課] 

-61-



Ⅳ 島根を創る人をふやす 

２ 新しい人の流れづくり 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

55 県内就職に向けた

県内大学等との連

携事業 

25,116

(25,116)

県内大学と企業、県等がコンソーシア

ムを設立し、連携体制を強化することに

より、県内学生の県内就職に向けた取組

を支援 

１ 企業と連携した教育プログラム 

(14,826 千円)

［事業の概要］ 

学生が地元企業を知る機会の創出や

インターンシップの充実など、県内学

生の県内就職に向けた取組を支援 

 ・各大学で行う講義実施に要する経費

の一部を負担 

 ・しまね大交流会負担金 

 ※コンソーシアムへの負担金 

２ コンソーシアム事務局の運営 

(10,290 千円)

［事業の概要］ 

全体マネジメントに要する経費と管

理費を支援 

 ・企画プロデューサー配置費 

 ・管理運営費 

 ※コンソーシアムへの負担金 

政策企画局 
[政策企画監室]

商工労働部 
[雇用政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

56 しまねのイメージ

発信事業 

216,087

(208,497)
島根への関心を高め、県外からの移住

の検討や県内での定住につながるよう、

島根の人や暮らしなどの魅力を、都会の

若者、県内の中高生及びその親世代に向

けて、それぞれ分かりやすく発信 

しまねのイメージ発信 

(208,497 千円)

［事業の概要］ 

・都会の若者に向けて、移住先の一つ

として意識してもらうため、島根

の「人間らしい温もりのある暮ら

し」を、交通広告やＳＮＳ広告等に

より発信 

・県内の中高生やその親世代に向け

て、将来の定住を促すため、島根で

生き生きと暮らす人や暮らしやす

さなどを新聞広告やテレビ・ラジ

オ等で発信 

政策企画局 
[広聴広報課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

57 ふるさと島根定住

推進事業 

700,709

［うち補正］

36,690

(277,064)

ふるさと島根定住財団を中心に、市町

村や関係団体と連携し、地域別、年代別、

性別など属性に応じたＵターン・Ｉター

ン施策を推進するとともに、関係人口の

拡大を推進 

１ 定住情報提供・相談の強化 

(40,482 千円) 

［事業の概要］ 

島根に関心を持ってもらうため、

様々な媒体を活用し、県外の若者・女性

向けの情報発信や、住まいに関する情

報提供・相談を強化 

①20 代から 30 代の社会人を中心に、

Ｕターン・Ｉターン希望者の「しま

ね登録」を促進【新規】 

②県外に在住する女性に向け、島根に

移住した女性の暮らしや働き方にフ

ォーカスした情報を発信 

③県内の住まい事情や空き家を活用し

た移住者向け住宅の情報提供【新規】

④定住財団と島根県建築住宅センター

の連携強化による住まい相談対応の

充実【新規】 

２ 県内高校卒業生とのつながり創出 

【新規】      (20,000 千円) 

［事業の概要］ 

県内高校卒業後就職活動期まで地元

とのつながりを維持することを目的と

した市町村のモデル的な取組を支援

［補助金総額］17,500 千円 

［補助対象者］市町村 

［補助対象事業］ 

県外へ進学した学生を対象とした地

元情報の発信やイベントの開催等、学

生と地元のつながりを創出するため、

市町村が実施する事業 

［補助率］1/2 

［補助上限額］１市町村 3,500 千円 

３ 東京拠点での情報提供・相談 

(44,901 千円)

［事業の概要］ 

日比谷しまね館・ふるさと回帰支援

センターにおける情報提供・相談 

地域振興部 

[しまね暮らし

推進課] 
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４ 移住イベントの拡充 

(52,856 千円)

［拡充の概要］ 

・オンラインや対面を組み合わせなが

ら、若者・女性などに重点を置いた

島根県単独の移住イベントを実施 

・県内在住の友人等からの呼びかけを

きっかけとした、若者や女性のＵタ

ーン希望者とＵターン者の採用に積

極的な企業とのマッチングイベント

を実施【新規】 

５ 体験機会の提供【拡充】 

(93,974 千円)

［拡充の概要］ 

①産業体験 

県外在住者が県内で行う農林漁業

等での産業体験の受入枠を拡大 

②テレワーク支援 

県外の方が、島根でテレワークを

するための費用の一部を支援する事

業について、助成期間等を拡大 

［補助金総額］13,000 千円 

［補助対象経費及び補助上限額］ 

・通信環境整備費   ８万円 

・通信費       5,000 円／月 

・シェアオフィス使用料 

２万 5,000 円／月 

・雇用企業への出張旅費 

５万円／月 

［補助率］1/2 

６ 職業紹介の強化【拡充】 

(8,242 千円)

［拡充の概要］ 

①有料職業紹介事業者等を活用し、若

者や女性のニーズに応じた県内企業

の求人開拓を強化 

②無料職業紹介スタッフを増員 

７ 関係人口が地域に関わる仕組みの構

築          (16,609 千円) 

［事業の概要］ 

都市部の関係人口が地域づくりの担い

手として県内地域に関わる仕組みを構築 

①ポータルサイトの構築 

関係人口と県内地域を結びつける

ためのマッチングサイトを構築 
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②受入先及び関係人口への活動助成 

関係人口を受け入れながら実践す

る地域活動の取組を支援 

 ［補助対象経費及び補助上限額］ 

・受入地域活動経費 

 10 万円／件 

・関係人口旅費 

20 万円／件かつ２万円／人 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

58 若年者県内就職促

進事業 

467,529

(334,531)

[うち補正]

46,000

若年者の県内企業への就職を促進 

①企業と連携した教育プログラム 

【No.55 一部再掲】  (14,826 千円) 

［事業の概要］ 

県内大学と企業、県等で構成する

コンソーシアムにより、学生が地元

企業を知る機会の創出やインターン

シップの充実など、県内学生の県内

就職に向けた取組を支援 

  ・各大学で行う講義実施に要する経

費の一部を負担 

  ・しまね大交流会負担金 

  ※コンソーシアムへの負担金 

②学生就職アドバイザーの配置 

(95,427 千円) 

［事業の概要］ 

島根県出身の学生が多い中国地方

をＵターン就職の最重点地域とし、

特に山陽地方での取組を強化するた

め、学生就職アドバイザーの県外事

務所への配置に加え、民間企業へア

ドバイザー業務を委託することで、

学生との低学年時からのつながりづ

くりを展開 

［配置先等］ 

大阪事務所 １名 

広島事務所 ３名 

※Ｒ３年 12月より１名→３名に増

員 

   業務委託分 ７名【拡充】 

③人材確保コーディネーターの配置 

(59,627 千円)

［事業の概要］ 

高校生の県内就職の促進、職場定

着率向上のためのコーディネーター

を配置し、工業高校や私立高校、隠岐

地域での取組を強化（東部４名、西部

３名） 

県内大学、高専に特化したコーデ

ィネーターを配置し、四年制移行後

最初の就職活動を迎える県立大学生

の県内就職に向けた支援を強化（３

名） 

商工労働部 
[雇用政策課]
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④県外大学生等の就職活動応援事業

(12,337 千円)

［事業の概要］ 

県内企業が行う面接会等に参加す

る際の宿泊費と交通費を助成 

［補助金総額］9,106 千円 

［事業実施主体］ 

   （公財）ふるさとしまね定住財団 

［補助対象者］県内外在住の大学生等 

［補助要件］ 

   「ジョブカフェしまね」に利用登録

している学生が以下の活動等に参加

すること 

・しまね学生インターンシップ 

・県内企業主催の企業見学、面接会等

［補助対象経費］ 

・居住地から滞在先（県内）間の公共

交通機関の交通費（片道 3,000 円

以上） 

・滞在先（県内）における宿泊費 

   （１泊 9,800 円、10 泊以内を上限）

［補助率］1/2 

［補助上限額］１人あたり３万円 

⑤しまね女子回帰・定着促進事業 

       (45,931 千円) 

［事業の概要］ 

・県外在住の女子学生と県内企業を

結びつける企業交流会を実施 

・女子学生「しまねジョブガール」が

県内企業を取材し、女子の視点で

企業情報を発信、企業訪問ツアー

を実施 

・大学を巡回「キャラバン」して、就

職活動中の女子学生に、文系女子

が活躍している職種をＰＲ 

  ・女子学生の就職活動を支援するた

め、企業が取り組む若者を惹きつ

ける情報発信の改善「採用ブラン

ディング」を支援 

⑥全国的な就職活動の早期化への対応 

           (26,040 千円) 

［事業の概要］ 

・就職活動の本格化にあわせて、Ｗｅ

ｂ合同説明会として県内 200 社の

動画を公開 

  ・４、５月に実施していた合同企業説

明会を１～３月に前倒して実施 
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⑦県内企業の魅力発信事業 

(80,343 千円)

［事業の概要］ 

・専門家を派遣し、県内企業の採用活

動の改善に向けた取組を支援 

               【新規】

  ・県内企業が大手就職サイトを活用

して情報発信を強化するために必

要な登録経費の一部を助成【新規】

  ［補助金総額］9,000 千円 

［補助対象者］ 

  専門家派遣により情報発信に

課題があるとされた企業 

   ［補助率］1/3 

   ［補助上限額］30 万円 

・「若者の県内就職の促進に関する業

務協定」により連携する（株）マイ

ナビのサイトに島根県のポータル

ページを開設するとともに、県外

の合同企業説明会に島根ブースを

出展          【新規】

・アプリを活用した「しまね登録」の

登録者への就職情報等の発信 

・保護者等向けの情報発信や就活セ

ミナーを実施 
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Ⅳ 島根を創る人をふやす 

３ 女性活躍の推進 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

59 あらゆる分野での

女性の活躍推進事

業 

19,547

(1,525)
仕事や地域活動など、あらゆる分野に

おいて、女性一人ひとりが、本人の希望に

応じ、個性や能力を十分発揮しながら活

躍できる環境を整備 

女性の起業支援事業   (1,525 千円) 

［事業の概要］ 

・資格や経験を活かした起業等を望

む女性を対象に、セミナーを開催

（年４回） 

・女性の起業支援を行っている市町

村や団体職員向けの支援者研修会

を開催【新規】 

政策企画局 
[女性活躍推進

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

60 女性の雇用・就業

促進事業 

54,092

(54,092)
女性一人ひとりの希望に応じた就労を

実現するための環境を整備 

①女性の雇用・就業促進事業【拡充】

(42,827 千円)

［事業の概要］ 

県内企業等で就労を目指す女性

を支援するため、ワンストップの

就職相談窓口を設置 

［設置場所及び配置人数］ 

松江市 ３人 

浜田市 ３人 

※Ｒ３年 11 月より各１名増員 

［事業内容］ 

求職者の総合相談、無料職業紹

介、セミナーの開催、就職後のフォ

ロー、職場体験、出張相談会、ＰＣ

講習の実施 

②働きながら学ぶ女性応援事業【新規】

 (11,265 千円) 

［事業の概要］ 

正規職員への転換を希望する女

性非正規労働者を支援するため、

必要な知識、技術の習得機会を確

保 

・就労体験付き講習会を実施 

・女性のための就労支援ガイドブ

ックを制作 

政策企画局 
[女性活躍推進

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

61 女性活躍及び仕事

と生活の両立のた

めの環境づくり推

進事業 

48,230

(46,253)
従業員が安心して仕事と生活の両立を

図り、充実した生活を送ることができる

よう、職場環境の改善などに積極的に取

り組む事業者を支援    

①イクボスネットワークの推進 

(5,319 千円)

［事業の概要］ 

・経営者や管理職等の意識改革の

ためのイクボスセミナーの開催

やネットワークの形成 

・しまねイクボスネットワーク加

入企業を対象とし、県外先進企

業の取組事例の共有や、経営者・

従業員を交えた交流・情報交換

会を開催【新規】 

②一般事業主行動計画の策定支援事業

（アドバイザー派遣）  (9,548 千円) 

［事業の概要］ 

女性活躍推進法に基づく一般事

業主行動計画策定等の支援を行う

ため、企業等へアドバイザーを派

遣 

［アドバイザー派遣委託先団体］ 

・島根県中小企業団体中央会 

・島根県商工会連合会 

・島根県商工会議所連合会 

③女性活躍のための働きやすい環境整

備支援事業費補助金 (27,000 千円) 

［事業の概要］ 

子育てや介護をしながら働きや

すい職場環境づくりや、多様な働

き方を実現するための設備整備、

セミナーの実施等の取組を支援 

［補助金総額］26,670 千円 

［補助対象者］ 

「しまね女性の活躍応援企業」

かつ「こっころカンパニー」である

事業所（ただし、従業員 100 人以下

の島根県内に本社のある事業所） 

［補助対象経費］ 

・ソフト支援 

セミナー開催費用、女性管理職

登用や時間外勤務削減のための

コンサルティング費用 など 

政策企画局 
[女性活躍推進

課]
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・ハード支援 

テレワーク勤務や勤務シフト

作成支援システムの導入など、働

き方改革のための費用、キッズス

ペースの整備、女性トイレや休憩

室の設置・改修費用 など 

［補助率］ 

・小規模企業及び中山間地域・離島

の中小企業・団体 2/3 

・上記以外の企業・団体 1/2 

［補助上限額］ 

補助対象経費（ソフト・ハード支

援）の計 200 万円以内 

④女性活躍・子育て応援企業イメージ

アップ動画の制作【新規】 

    (4,386 千円)

［事業の概要］ 

女性の活躍や子育て支援に積極

的に取り組む応援企業の周知及び

イメージアップのための動画を制

作 

-73-



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

62 男性の家事・育児

参加促進事業 

4,936

(2,936)
男性が家事・育児をすることが当たり

前として捉えられる社会機運を醸成する

とともに、男性の主体的な家事・育児への

参加を図るための取組を実施 

①｢おとう飯｣による情報発信【新規】 

(891 千円)

［事業の概要］ 

  県産品を活用したメニューを作

成し、知事がサポーターとなって

情報発信 

②両親（父親）セミナーの開催 

   (1,083 千円)

［事業の概要］ 

｢家事手帳｣、｢パパの育児手帳｣

を活用し、家事・育児の役割分担や

技術を身につけるためのセミナー

を開催 

③企業に向けた男性の家事・育児参加

促進事業        (962 千円) 

［事業の概要］ 

 ・職場における妊婦への配慮や子

育て家庭への支援について理解

を深めるため、職場において従

業員を対象とした講座を開催

【新規】 

・企業の人事担当者等に向けたセ

ミナーを開催 

政策企画局 
[女性活躍推進

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

63 男性のための介護

のミニ講座 

931

(931)

家庭における男性の介護への参加を推

進するため男性のための介護のミニ講座

を実施 

［実施内容］ 

  ミニ講座の実施（３時間程度） 

 ・介護に関する基礎知識 

  ・基本的な介護の方法  など 

健康福祉部 
[高齢者福祉課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

64 子育てしやすい職

場づくり促進事業 

34,554

(34,554)
子育てしやすい職場づくりに取り組む

中小・小規模事業者等を支援し、従業員が

出産後も離職することなく仕事と育児を

両立して働き続けることができる職場環

境整備を促進 

子育てしやすい職場づくり奨励金 

(34,554 千円)

［事業の概要］ 

子育てしやすい柔軟な働き方がで

きる職場環境づくりに取り組む、中

小・小規模事業者等に奨励金を支給 

［奨励金総額］15,000 千円 

［対象事業者］ 

県内に本社又は主たる事業所があ

る中小・小規模事業者等が設置する

従業員数 50 人未満の県内の事業所 

［支給要件］ 

以下のいずれかの制度を導入し、

利用実績があること 

ａ．時間単位の年次有給休暇制度 

ｂ．育児短時間勤務制度 

（代替制度も可）

［代替制度］ 

・フレックスタイム制度 

・始業終業時刻の繰上げ繰下げ 

［支給額］ 

ａ、ｂ各 10 万円／事業所 

※１事業所につきａ、ｂそれぞれ

１回限り 

政策企画局 
[女性活躍推進

課] 
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Ⅴ 健やかな暮らしを支える 

１ 保健・医療・介護の充実 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

65 しまね健康寿命延

伸プロジェクト事

業 

16,451

(16,451)
 健康寿命のさらなる延伸を図るため、

県民自らが健康づくりに取り組めるよう

な環境整備を推進 

１ 健康寿命延伸プロジェクト推進事業 

(3,454 千円) 

［事業の概要］ 

健康寿命延伸プロジェクト推進本部

会議において、部局横断的な取組を

推進 

取組全体の県民への周知と、健康づ

くりの実践に向けた啓発 

２ 健康寿命延伸強化事業 (4,868 千円)

［事業の概要］ 

公民館等における地区活動の好事例

の収集、交流会等を通じた普及啓発 

地域診断（健康実態調査等）の結果か

ら、健康課題を明確にした効果的な

生活習慣病予防対策を実施 

３ 働き盛り世代の健康づくり強化事業 

            (5,580 千円) 

［事業の概要］ 

事業所における健康づくり強化月間

「しまね☆健康づくりチャレンジ月

間（９月）」に合わせて、事業所対

抗等による健康づくりの取組を実施 

健康づくりの取組等を支援するため

の人材を育成し、事業所訪問等を実施

減塩や運動の促進などの健康課題の

解決に向け、関連団体等と連携した

情報発信を強化 

４ 健康な食環境づくり事業 

(2,549 千円) 

［事業の概要］ 

・県立大学との連携による減塩等のレ

シピ開発と県内スーパーでの商品化 

・スーパー、弁当業者等での認定制度の

整備 

・職能団体や地域の食育推進団体と連

携した情報発信 

健康福祉部 
[健康推進課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

66 地域医療を支える

医師確保養成対策

事業 

（一部国基金事業）

1,135,742

(169,389)

依然続く医師不足の状況を踏まえ、即

戦力となる医師の確保や、総合診療医を

はじめとする地域医療を担う医師の養成

対策を実施 

１ 地域医療支援センター運営事業 

(86,447 千円) 

［事業の概要］ 

若手医師のキャリア形成や診療科単

位のネットワーク形成等を支援するし

まね地域医療支援センターにおいて、医

学生・研修医向けの広報等の取組を強化

①ＳＮＳによる情報発信 

ＳＮＳを活用し、支援センター

の取組を県内外の医学生・研修医

に対して幅広くＰＲ 

②病院のＰＲ支援 

研修医獲得に向けた県内病院の取

組を支援するため、臨床研修病院や

専門研修プログラム基幹施設の行う

動画作成等に要する経費を助成 

２ 医師確保計画推進事業(50,000 千円)

［事業の概要］ 

医師確保計画の推進のため、各圏域

の医療機関等が実施する事業に係る

経費の一部を支援 

［補助金総額］50,000 千円 

［補助対象者］ 

医師確保計画における「医師少数区

域」「医師少数スポット」に所在する病

院、郡市医師会、へき地診療所等 

［補助対象経費］ 

・医師招へいに要する経費 

・補助対象者が、医師少数区域等に所在

する病院等へ医師の派遣を行う際に

生じる逸失利益 

・研修環境の整備  など 

［補助率］1/2 

［補助基準額（上限額）］ 

1,000 万円（500万円） 

※研修環境の整備については、100 万

円（50 万円） 

３ 病院総合医の確保    (32,942 千円)

［事業の概要］ 

病院総合医を目指す医師を採用し、

県立中央病院で研修後、地域医療機関

へ派遣 

健康福祉部 
[医療政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

67 看護職員等確保対

策事業 

（一部国基金事業）

666,032

(32,922)
 必要な医療提供体制を確保するため、

看護職員の確保対策を実施 

１ 認定看護師の養成  (14,422 千円)

［事業の概要］ 

専門性の高い看護を実践する認定

看護師を養成するため、県立大学に認

定看護師教育課程を設置 

令和４年度は、感染管理認定看護師

教育課程の開設を準備【新規】 

２ 特定行為研修受講の支援【拡充】

(18,500 千円) 

［拡充の概要］ 

地域包括ケアの構築に向け、医師等

の判断を待たずに一定の診療の補助が

できる看護師を計画的に養成するた

め、特定行為研修の受講に要する経費

を支援 

健康福祉部 
[医療政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

68 薬剤師確保対策事

業 

2,763

(2,763)
薬剤師不足の解消のため、薬剤師の奨

学金返還を雇用主と共同して支援 

［補助対象者］ 

在学期間中に奨学金の貸与を受け、

県内の医療機関・薬局（県の登録を受け

た事業者に限る）に新たに就業する薬

剤師 

 ※既卒の薬剤師を含む 

※薬局については、県内のみで店舗を

開業している事業者に限る 

［補助金総額］2,520 千円 

［補助額］ 

奨学金返還総額÷奨学金返還月数

（助成上限額：２万円／月） 

［補助期間］最長 12 年（144 月） 

［負担割合］ 

県 1/2・薬剤師を雇用する医療機関・

薬局 1/2 

［募集人数］10人 

健康福祉部 

[薬事衛生課] 
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Ⅴ 健やかな暮らしを支える 

２ 地域共生社会の実現 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

69 くにびき学園運営

事業 

6,785

(6,785)
意欲ある高齢者が生きがいを持って地

域の支え手として活躍できるように、高

齢者の学びの場の充実を図るとともに、

高齢者と地域活動を繋ぐ取組を支援 

［Ｒ２年度以降の見直しの概要］ 

  ①カリキュラムの見直し 

・地域活動等の人材養成への重点 

 化 

・従来の４つの専門講座（社会文

化、園芸、陶芸、健康福祉）と総

合講座を一本化し、地域づくり

人材育成に重点化 

②「学びと地域活動をつなぐ仕組み」

づくりの強化 

コーディネーターを配置し、地

域組織（ＮＰＯ、公民館等）と連携

［定員］ 

   東部校 １学年 50 名 

   西部校 １学年 25 名 

健康福祉部 
[高齢者福祉課]

※県社協基金を活用して事業実施

するため、全体事業費は以下のと

おりとなる。 

［全体事業費］ 44,462 千円 

うち社協基金 37,677 千円  

県費 6,785 千円 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

70 発達障がい者支援

体制整備事業 

91,016

(19,404)
発達障害者支援センターを中心として

発達障がい者をライフステージに応じて

支援 

初診前アセスメント強化事業【拡充】 

(19,404 千円)

［事業の概要］ 

初診待機時間を短縮するため、医療

機関受診前に、問診や心理検査などを

行う心理職を配置 

［配置場所・配置人数］ 

  東部発達障害者支援センター ２名 

西部発達障害者支援センター １名 

［拡充の内容］ 

東部・西部に各１名の心理職を追加・

新規配置し、アセスメントの対象圏域

を拡大 

健康福祉部 

[障がい福祉課]
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（単位：千円）

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

71 在宅心身障がい児

援護事業 

78,141

(10,838)
 重症心身障がい児（者）等の在宅生活を

支援 

医療的ケア児支援センター運営事業 

【新規】 (10,838 千円) 

［事業の概要］ 

広域的・専門的な相談支援を行う「医

療的ケア児支援センター」を設置 

健康福祉部 

[障がい福祉課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

72 子どもと家庭の相

談事業 

34,954

(4,888)
児童及び児童のいる家庭が身近なとこ

ろで相談できる体制を整備 

１ 学校等連携支援員（教員ＯＢ）の配置

(3,517 千円)

［事業の概要］ 

多様化・複雑化する相談に適切に対

応するため、教員ＯＢを支援員として

配置し、学校等との連携強化を図るな

ど児童相談所の体制を強化 

［支援員の役割］ 

①学校との連携 

児童の処遇について適切に対応す

るため、学校・児相間の情報交換、相

互理解を促進 

②学校側の児相に関する理解の促進 

学校に対し、児相の役割や法制度

についての理解の促進 

③一時保護児童への学習支援の連携 

学校と連携し、授業の進捗状況等

について情報共有し、一時保護児童

の学習を支援 

［配置場所］中央児童相談所 

［配置人数］１名 

２ ヤングケアラー支援体制強化事業 

【新規】 (1,371 千円)

［事業の概要］ 

①関係機関職員を対象とした研修会の

開催 

②ヤングケアラー同士が悩みや経験を

共有するオンラインサロンを運営す

る民間団体の活動を支援 

健康福祉部 

[青少年家庭課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

73 生活困窮者支援・

子どものセーフテ

ィネット推進事業 

9,150

(9,150)

貧困世帯等の子どもと保護者の孤立化

を防ぐため、居場所づくりや学習支援等

を実施 

１ 支援につなぐ取組の推進 (995 千円)

［事業の概要］ 

  ＳＮＳを活用し、支援制度の周知や

相談支援へのつなぎを推進 

２ 子どもの居場所創出等支援 

①子どもの居場所支援拠点の設置 

(4,755 千円)

［事業の概要］ 

子どもの居場所創出を支援し、

地域全体で子どもとその保護者を

支える仕組みを構築 

  ・子どもにかかわる様々な機関を

対象に、適切な支援に向けた研

修会を開催 

・「子どもの居場所づくりコーデ

ィネーター」の養成講座を開催 

・子ども食堂開設者の情報交換会

を開催 

②子ども食堂開設支援 (2,400 千円)

［事業の概要］ 

子ども食堂の開設・拡充に向け

た支援を実施 

・子ども食堂の開設等を検討する

際に相談・助言を行う「居場所づ

くりアドバイザー」を派遣 

・子ども食堂の開設・拡充の際に必

要な経費の一部を支援   

［補助上限額］ 

・新規開設 50 万円／箇所 

・既設拡充 20 万円／箇所 

［負担割合］ 

県 1/2・市町村 1/2 

③学習支援事業 (1,000 千円)

［事業の概要］ 

家庭での学習が困難な子どもを

対象とした学習支援を行う市町村

の取組を支援 

［補助率］1/2 

［補助上限額］50 万円 

健康福祉部 
[地域福祉課] 

教育委員会 
[人権同和教育

課] 
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（単位：千円）

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

74 ひきこもり支援地

域体制整備事業 

5,870

(5,870)
身近な地域で相談支援を受ける体制づ

くりを進めるため、ひきこもり支援セン

ター地域拠点を運営 

［業務内容］ 

各種支援機関とのネットワークを構

築し、ひきこもり状態にある方を支援 

・相談窓口の開設 

・家族教室の開催 

・市町村の支援（精神科医療機関との連

携） 

［設置場所］ 

  益田市（Ｒ４年１月開設） 

健康福祉部 

[障がい福祉課]
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（単位：千円）

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

75 障がい者就労支援

事業 

177,259

(20,896)
障がい者の就労を通じた自立支援のた

め、支援拠点を中心に支援ネットワーク

を構築して就労移行の促進を図るととも

に、就労継続支援事業所の工賃向上に向

けた取組を支援 

農福連携のための農作業請負力の強化 

【新規】 (20,896 千円)

［事業の概要］ 

  農業の施設外就労を推進するため、

農作業を請け負う事業所を支援 

①日々の作業調整や作業開拓をきめ細

かく支援する地域コーディネーター

の配置 

 ②農業専門家の派遣 

③新たに農作業を請け負う又は拡大す

る事業所に対し、就労環境づくりに

必要な経費を支援 

［補助金総額］3,000 千円 

  ［補助上限額］10万円／事業所 

④新たに農作業を請け負う又は拡大す

る事業所に対し、作業従事日数に応

じた奨励金を支給 

  ［補助金総額］11,600 千円 

   ［奨励金の額］ 

作業従事延べ日数に 1,000 円を

乗じて算定 

健康福祉部 

[障がい福祉課]
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Ⅵ 心豊かな社会をつくる 

１ 教育の充実 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

76 インクルーシブ教

育システム構築事

業 

（注）インクルーシブ教

育システム：障がいのあ

る者と障がいのない者

が共に学ぶ仕組み

118,065

(101,250)
障がいのある児童生徒に連続性のある

多様な学びの場を提供 

①高等学校特別支援教育充実事業 

(89,404 千円) 

［事業の概要］ 

県立高校において、障がいによ

り学習や生活に困難さがある生徒

が適切な指導を受けられるよう、

巡回指導を行う教員を拠点校に配

置し、通級指導を充実【拡充】 

県立高校において、生徒一人ひ

とりの障がいの特性や困り事にあ

わせて提供される配慮（合理的配

慮）に関するニーズに対応するた

め、「合理的配慮アドバイザー」を

県教育委員会に配置 

②特別支援学校機能向上事業【拡充】 

(7,982 千円) 

［拡充の概要］ 

医療的ケアが必要な児童生徒等

に対応するため学校看護師を配置 

③特別支援学校と地域の連携強化 

【新規】        (3,864 千円)

［事業の概要］ 

地域活動やスポーツ文化活動を

通じて、教育活動を地域に広げる

取組を実施 

教育委員会 
[総務課] 

[学校企画課] 

[特別支援教育

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

77 新規 学力育成プロジェ

クト 

98,578

(98,578)
地域を担う未来の創り手を育成 

１ しまねの高校生育成プロジェクト 

(85,500 千円) 

［事業の概要］ 

「知識・技能」「思考力・判断力・表

現力等」「学びに向かう力・人間性等」

をバランス良く育むために、各県立高

校が主体的に取り組む教育実践を実施 

①各高校主体の学力育成対策 

   学科や生徒特性、地域事情を踏ま

えた各高校での授業改善・学力育成

の取組を実施 

②教科「情報」への授業支援 

   Ｒ４年度入学生より必修科目とな

る教科「情報」の授業支援のため、非

常勤講師を配置及びＷＥＢ教材を導

入 

③理数教育の強化 

   専門高校に数学教員を加配し、学

力の育成や専門教科の質の向上を推

進 

２ しまねの小中学生育成プロジェクト 

(13,078 千円) 

［事業の概要］ 

小中学校の段階から算数・数学や理

科への興味関心を高めるための取組を

実施 

 ①算数・数学や理科を学ぶ意欲を高め

るための市町村の取組を支援 

 ②児童生徒の学力・学習状況に関する

経年比較調査 

教育委員会 
[教育指導課]
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Ⅵ 心豊かな社会をつくる 

２ スポーツ・文化芸術の振興 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

78 新規 浮世絵コレクショ

ン活用事業 

28,250

（28,250）
県内外から美術館への来館者を増やし

新規ファンの獲得を図るため、所蔵する

世界有数の葛飾北斎コレクションの魅力

を県内外に発信 

①県民向けＰＲ・広報等の強化 

(8,300 千円)

［事業の概要］ 

・館外での子ども向け北斎ワーク

ショップを実施 

・北斎コレクションの特集番組を

制作・放送 

②北斎コレクション基礎資料作成 

(7,000 千円)

［事業の概要］ 

・コレクションデータベースを構

築 

・Ｒ５年２月からの企画展の開催

にあわせて「総目録」を作成 

③作品の保存・修復    (750 千円)

［事業の概要］ 

作品の価値を維持するととも

に、展示が可能な状態にするため

の保存・修復を実施 

④全国向けＰＲ・広報等の実施 

(12,200 千円)

［事業の概要］ 

・雑誌等への広告掲載やノベルテ

ィの作成・提供など、県外からの

誘客に向けた取組を実施 

・東京・大阪での北斎ワークショッ

プを開催 

・浮世絵コレクション特設サイト

を拡充 

環境生活部 
[文化国際課] 
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Ⅵ 心豊かな社会をつくる 

３ 人権の尊重と相互理解の促進 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

79 外国人の受入れ・

共生事業 

238,902

(56,379)
外国人住民が安心して暮らすことがで

きる生活環境づくり、外国人住民と日本

人住民が共に支え合う地域づくり等を推

進 

１ 外国人住民の生活や日本語学習の支

援           (45,948 千円) 

①日本語学習環境の整備【拡充】 

                     (10,807 千円) 

［拡充の概要］ 

日本語学習の機会を提供するた

め、地域訪問型・企業訪問型に加え

オンライン型による日本語教室を

開催 

［オンライン型日本語教室］ 

学習者の日本語能力に合わせて

基礎コースとレベル別コースによ

り実施 

②多言語によるワンストップ型相談窓

口の設置【拡充】  (17,963 千円) 

［拡充の概要］ 

・相談件数の増加、相談内容の複雑

化に対応するため、相談窓口コ

ーディネーターを追加配置 

・ＳＮＳによる相談体制を整備 

［設置場所］ 

(公財)しまね国際センター（松江）

③専門家と連携した相談体制の整備 

 (558 千円)

［事業の概要］ 

多様化する相談に対応するた

め、弁護士・臨床心理士との連携体

制を整備 

④医療通訳の養成・確保  (479 千円)

［事業の概要］ 

医療機関での診療や手続き等の

支援を強化するため、医療通訳を

養成 

⑤外国人住民への情報発信 

(1,189 千円)

［事業の概要］ 

ＳＮＳを活用した情報伝達を実

施 

環境生活部 
[文化国際課] 

商工労働部 
[雇用政策課] 

教育委員会 
[教育指導課] 

-91-



⑥職業訓練の実施   (14,952 千円) 

［事業の概要］ 

  高等技術校において就職を希望す

る定住外国人を対象とした職業訓練

を実施【拡充】 

２ 帰国・外国人生徒等教育の推進事業 

(10,431 千円)

［事業の概要］ 

宍道高校定時制において日本語指導

が必要な生徒を受け入れるための体制

を整備【拡充】 

 ・教員（加配） １名 

 ・日本語指導の非常勤講師 

１名→２名 

 ・母語等ができる日本語指導員 

             １名→２名 
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Ⅶ 暮らしの基盤を支える 

１ 生活基盤の確保 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

80 ＪＲ木次線利用促

進事業 

21,999

(21,599)
人口減少や新型コロナウイルス感染症

の影響による鉄道利用者減少に歯止めを

かけるため、地元協議会が実施する利用

助成などの取組を支援 

１ 木次線乗車を伴う移動への助成 

(3,733 千円) 

［事業の概要］ 

学校や町内会などの団体が木次線乗

車を伴う移動をした場合のＪＲ運賃、

貸切バス運賃等を支援 

［事業実施主体］ 

  木次線利活用推進協議会 

［補助率］1/2 

［補助上限額等］ 

１件当たり 10 万円 

※３名以上の団体旅行 

［負担割合］県 2/3・市町 1/3 

２ 木次線を活用したツアー造成・販売

支援【拡充】      (17,866 千円)

［事業の概要］ 

県内外の観光客を対象とした木次線

乗車を盛り込んだツアーの造成・販売

の支援等 

［事業実施主体］ 

  木次線利活用推進協議会 

［負担割合］ 

  県外旅行業者向け（発地：県外） 

県 10/10 

  県内旅行業者向け（発地：県内）  

県 2/3・市町 1/3 

地域振興部 
[交通対策課] 

商工労働部 
[観光振興課]
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Ⅷ 安全安心な暮らしを守る 

１ 防災対策の推進 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 新規・拡充事業の概要 部局名 

81 震災・風水害等災

害対策事業 

76,175

(1,150)
地域防災計画等の実効性を高めるた

め、市町村や地域住民と一体的に災害に

備えた対策を実施      

防災士資格の取得支援  (1,150 千円) 

［事業の概要］ 

自主防災組織の中心的な役割を担

う防災士を養成するため、市町村と

連携して防災士養成講座を開催 

［受講対象者］地域住民等 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

防災部 
[防災危機管理

課] 
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